
総 行 女 第 ８ 号 

令和元年６月 17 日 

 

各 都 道 府 県 総 務 部 長 

（人事担当課、市町村担当課、区政課扱い）  

 各 指 定 都 市 総 務 局 長 

（人事担当課扱い） 

 

総務省自治行政局公務員部公務員課 

女性活躍・人材活用 推進室 長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律等について 

 

 

 障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（令和元年法律第 36号）（以

下、「改正障害者雇用促進法」という。）が令和元年６月 14日に公布されるとともに、障害

者の雇用の促進等に関する法律施行規則の一部を改正する省令（令和元年厚生労働省令第 13

号）及び障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び障害者の雇用の促進等に関する法律

施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式の一部を改正する件（令和元年厚生労働

省告示第 33号）が、同日に公布されました。 

これらを受けて、厚生労働省から地方公共団体の各機関の任命権者に対し、改正障害者雇

用促進法等の公布について通知されるとともに、同省から当省に対して、令和元年６月 14

日付け職発 0614第 11号（別添）により協力依頼がありました。 

つきましては、貴職におかれましても、改正障害者雇用促進法の趣旨を十分ご理解の上、

適切に対処いただきますようお願いするとともに、貴都道府県内の市区町村等に対してもこ

の旨周知をお願いします。 

本通知は、地方公務員法第 59 条（技術的助言）及び地方自治法第 245 条の４（技術的な

助言）に基づくものです。 

なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを通じて、各市町村

に対して、本通知についての情報提供を行っていることを申し添えます。 

 

 

 

殿 

【連絡先】 

総務省 自治行政局 公務員部 公務員課 

女性活躍・人材活用推進室 原、村松、堀田
ほ り た

 

電話：０３―５２５３―５５４６（直通） 



職発 0614 第 11 号 

令和元年６月 14 日 

総務省自治行政局公務員部長 殿 

厚生労働省職業安定局長

（ 公 印 省 略 ） 

障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律等について 

障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（令和元年法律第 36 号）に

ついては、本年３月 19 日に第 198 回通常国会に提出され、６月７日に可決成立し、本日

公布されたところである。 

また、本日、障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則の一部を改正する省令（令

和元年厚生労働省令第 13 号）及び障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び障害者

の雇用の促進等に関する法律施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式の一部

を改正する件（令和元年厚生労働省告示第 33 号）が公布されたところである。 

これらの内容について、今般、別添により都道府県の各機関に通知したところである。

また、市町村の各機関に対しては当省都道府県労働局より通知することとしている。 

ついては、貴職におかれても上記につき御承知おきいただくとともに、都道府県及び

市町村に対し、適切に助言・啓発されたい。 

（別添）



職発 0614 第 10 号 

令和元年６月 14 日 

都道府県の各機関の任命権者 殿 

厚生労働省職業安定局長

（ 公 印 省 略 ） 

障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律等について 

障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（令和元年法律第 36 号）に

ついては、本年３月 19 日に第 198 回通常国会に提出され、６月７日に可決成立し、本日

公布されたところである。 

また、本日、障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則の一部を改正する省令（令

和元年厚生労働省令第 13 号）及び障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び障害者

の雇用の促進等に関する法律施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式の一部

を改正する件（令和元年厚生労働省告示第 33 号）が公布されたところである。 

これらの主たる内容は下記のとおりであるので、その趣旨を十分理解の上、適切に取

扱うとともに、都道府県知事部局におかれては、下記内容について、貴都道府県所管の

地方独立行政法人に対して周知されたい。また、本法の施行に当たっては、都道府県労

働局との連携にも特段のご配慮をお願いする。 

なお、施行期日が公布の日から３月を超えない範囲内において政令で定める日以降の

改正項目に関する政省令等の整備については、今後、順次行うこととしている。 

また、別途、貴都道府県の他の各機関の任命権者に対しては当職より、貴都道府県内

の各市町村の機関に対しては当省都道府県労働局長より、それぞれ同様の通知を送付し

ていることを申し添える。 

（別添の別添）



 

記 

 

第１ 障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律関係 

１ 障害者の活躍の場の拡大に関する措置 

（１）国及び地方公共団体の責務規定の改正（公布日（令和元年６月 14 日）施行） 

 国及び地方公共団体は、自ら率先して障害者を雇用するとともに、障害者の雇

用について事業主その他国民一般の理解を高めるほか、事業主、障害者その他の

関係者に対する援助の措置及び障害者の特性に配慮した職業リハビリテーショ

ンの措置を講ずる等障害者の雇用の促進及びその職業の安定を図るために必要

な施策を、障害者の福祉に関する施策との有機的な連携を図りつつ総合的かつ効

果的に推進するように努めなければならないこととすること。（第６条関係） 

（２）障害者活躍推進計画作成指針等（令和２年４月１日施行） 

イ 障害者活躍推進計画作成指針 

① 厚生労働大臣は、国及び地方公共団体が障害者である職員がその有する

能力を有効に発揮して職業生活において活躍することの推進（以下「障害

者である職員の職業生活における活躍の推進」という。）に関する取組を

総合的かつ効果的に実施することができるよう、障害者雇用対策基本方針

に基づき、ロ①の障害者活躍推進計画（②において「障害者活躍推進計画

」という。）の作成に関する指針（以下「障害者活躍推進計画作成指針」

という。）を定めるものとすることとすること。（第７条の２第１項関係

） 

② 障害者活躍推進計画作成指針においては、障害者活躍推進計画の作成に

関する基本的な事項、障害者である職員の職業生活における活躍の推進に

関する取組の内容に関する事項等につき障害者活躍推進計画の指針となる

べきものを定めるものとすることとすること。（第７条の２第２項関係） 

③ 厚生労働大臣は、障害者活躍推進計画作成指針を定めたときは、遅滞な

く、これを公表しなければならないこととすること。（第７条の２第３項

関係） 

ロ 障害者活躍推進計画 

① 国及び地方公共団体の任命権者は、障害者活躍推進計画作成指針に即し

て、当該機関が実施する障害者である職員の職業生活における活躍の推進

に関する取組に関する計画（以下「障害者活躍推進計画」という。）を作

成しなければならないこととすること。（第７条の３第１項関係） 



② 障害者活躍推進計画においては、計画期間、障害者である職員の職業生

活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標並

びに実施しようとする障害者である職員の職業生活における活躍の推進に

関する取組の内容及びその実施時期を定めるものとすることとすること。

（第７条の３第２項関係） 

③ 厚生労働大臣は、国又は地方公共団体の任命権者の求めに応じ、障害者

活躍推進計画の作成に関し必要な助言を行うことができることとすること

。（第７条の３第３項関係） 

④ 国及び地方公共団体の任命権者は、障害者活躍推進計画を作成したとき

は、遅滞なく、これを職員に周知させるための措置を講じなければならな

いこととすること。（第７条の３第４項関係） 

⑤ 国及び地方公共団体の任命権者は、障害者活躍推進計画を作成したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならないこととすること。（第７条

の３第５項関係） 

⑥ 国及び地方公共団体の任命権者は、毎年少なくとも一回、障害者活躍推

進計画に基づく取組の実施の状況を公表しなければならないこととするこ

と。（第７条の３第６項関係） 

⑦ 国及び地方公共団体の任命権者は、障害者活躍推進計画に基づく取組を

実施するとともに、障害者活躍推進計画に定められた目標を達成するよう

に努めなければならないこととすること。（第７条の３第７項関係） 

（３）国及び地方公共団体の任命権者による対象障害者である職員の任免に関する状

況の公表（公布の日から３月を超えない範囲内において政令で定める日施行） 

国及び地方公共団体の任命権者は、厚生労働省令で定めるところにより、厚

生労働大臣に通報した対象障害者（身体障害者、知的障害者又は精神障害者（

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第45条第２項の規定により精神障害

者保健福祉手帳の交付を受けているものに限る。）をいう。以下同じ。）であ

る職員の任免に関する状況の内容を公表しなければならないこととすること。

（第40条第２項関係） 

（４）特定短時間労働者の雇用の促進及び継続を図るための特例給付金制度（令和２

年４月１日施行） 

イ 厚生労働大臣は、特に短い労働時間以外での労働が困難な状態にある対象

障害者を特定短時間労働者（短時間労働者のうち、一週間の所定労働時間が

厚生労働省令で定める時間の範囲内にある者をいう。以下同じ。）として雇

い入れる事業主又は対象障害者である特定短時間労働者を雇用する事業主に



対して、これらの者の雇入れ又は雇用の継続の促進を図るための特例給付金

を支給する業務を行うこととすること。（第49条第１項第１号の２関係） 

ロ イの特例給付金は、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が支給

することとすること。（第51条第１項関係） 

ハ 障害者雇用納付金について、イの特例給付金の支給に要する費用に充てる

ことができることとすること。（第53条第１項関係） 

（５）基準に適合する事業主の認定等（令和２年４月１日施行） 

イ 厚生労働大臣は、その雇用する労働者の数が常時300人以下である事業主か

らの申請に基づき、当該事業主について、障害者の雇用の促進及び雇用の安

定に関する取組に関し、当該取組の実施状況が優良なものであることその他

の厚生労働省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うことがで

きることとすること。（第77条第１項関係） 

ロ イの認定を受けた事業主（以下「認定事業主」という。）は、商品、役務

の提供の用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書類若しくは

通信その他の厚生労働省令で定めるもの（以下「商品等」という。）に厚生

労働大臣の定める表示を付することができることとし、何人も、この場合を

除くほか、商品等に当該表示又はこれと紛らわしい表示を付してはならない

こととすること。（第77条の２関係） 

ハ 厚生労働大臣は、認定事業主がイの基準に適合しなくなったと認めるとき

、この法律若しくはこの法律に基づく命令に違反したとき又は不正の手段に

よりイの認定を受けたときは、イの認定を取り消すことができることとする

こと。（第77条の３関係） 

（６）国及び地方公共団体における障害者雇用推進者及び障害者職業生活相談員の選

任（公布の日から３月を超えない範囲内において政令で定める日施行） 

イ 国及び地方公共団体の任命権者は、厚生労働省令で定めるところにより、

障害者の雇用の促進及びその雇用の継続を図るために必要な施設又は設備の

設置又は整備その他の諸条件の整備を図るための業務、障害者活躍推進計画

の作成及び障害者である職員の職業生活における活躍の推進に関する取組の

円滑な実施を図るための業務等を担当する者を選任しなければならないこと

とすること。（第78条第１項関係） 

ロ 国及び地方公共団体の任命権者は、厚生労働省令で定める数以上の障害者

（身体障害者、知的障害者及び精神障害者（厚生労働省令で定める者に限る

。）に限る。）である職員が勤務する事業所においては、その勤務する職員

であって、厚生労働大臣が行う講習を修了したものその他厚生労働省令で定



める資格を有するもののうちから、厚生労働省令で定めるところにより、障

害者職業生活相談員を選任し、その者にその勤務する障害者である職員の職

業生活に関する相談及び指導を行わせなければならないこととすること。（

第79条第１項関係） 

（７）国及び地方公共団体の任命権者に対する解雇の届出義務の適用（公布の日から

３月を超えない範囲内において政令で定める日施行） 

国及び地方公共団体の任命権者は、障害者である職員を免職する場合（職員

の責めに帰すべき理由により免職する場合その他厚生労働省令で定める場合を

除く。）には、厚生労働省令で定めるところにより、その旨を公共職業安定所

長に届け出なければならないこととすること。（第81条第２項関係） 

 

２ 国及び地方公共団体における障害者の雇用状況についての的確な把握等に関す

る措置 

（１）当該機関に勤務する職員又は当該事業主が雇用する労働者が対象障害者であ

るかどうかの確認は、厚生労働省令で定める書類により行うものとすることと

すること。（第38条第６項及び第43条第９項関係）（公布の日から３月を超え

ない範囲内において政令で定める日施行） 

（２）厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、国及び地方公共団体の任命権

者に対して、（１）の確認の適正な実施に関し、勧告をすることができること

とすること。（第38条第７項関係）（公布の日から３月を超えない範囲内にお

いて政令で定める日施行） 

（３）国及び地方公共団体の任命権者並びに民間の事業主は、厚生労働省令で定め

るところにより、対象障害者の確認に関する書類で厚生労働省令で定めるもの

を保存しなければならないこととすること。（第81条の２関係）（公布の日か

ら３月を超えない範囲内において政令で定める日施行） 

（４）厚生労働大臣又は公共職業安定所長は、この法律を施行するため必要な限度

において、厚生労働省令で定めるところにより、国又は地方公共団体の任命権

者に対し、障害者の雇用の状況その他の事項についての報告を求めることがで

きることとすること。（第82条第１項関係）（公布日（令和元年６月14日）施

行） 

 

３ その他 

（１）罰則規定の整備（第86条の４関係）（令和２年４月１日施行） 

罰則について所要の規定の整備を行うこと。 



（２）経過措置（附則第２条及び第３条関係） 

この法律の施行に関し必要な経過措置を定めること。 

（３）検討（附則第４条関係） 

政府は、この法律の施行後３年を目途として、この法律による改正後の障害

者の雇用の促進等に関する法律の規定について、その施行の状況等を勘案しつ

つ検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を

講ずるものとすること。 

 

第２ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則の一部を改正する省令関係（公布日

（令和元年６月 14 日）施行） 

改正後の障害者の雇用の促進等に関する法律第82条第１項として、厚生労働

大臣又は公共職業安定所長による国又は地方公共団体の任命権者に対する報告

徴収の規定を新設したことに伴い、同項において厚生労働省令で定めることと

されている報告徴収の方法について規定するとともに、条項ずれの手当等を行

うもの。 

 

第３ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び障害者の雇用の促進等に関する

法律施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式の一部を改正する件関係

（公布日（令和元年６月 14 日）施行） 

改正後の障害者の雇用の促進等に関する法律第82条第１項として、厚生労働

大臣又は公共職業安定所長による国又は地方公共団体の任命権者に対する報告

徴収の規定を新設したことに伴い、条項ずれの手当を行うもの。 

 




